
 

サービス利用規約 

 

株式会社ＮＴＴドコモ（以下「当社」といいます。）は、この「サービス利用規約」（以下

「本規約」といいます。）を定め、これにより第 3 条第(1)項に定める機能を提供するサー

ビス（以下「本サービス」と いいます。）を提供します。 

 

第1条 （規約の適用） 

本規約は、本サービスの利用に関する当社との間の一切の関係に適用されます。本

規約の内容に同意しない場合、本サービスを利用することはできません。 

 

第2条 （用語の定義） 

本規約において、次の各号に掲げる用語の意味は、当該各号に定めるとおりとしま

す。 

① 利用契約：当社から本サービスの提供を受けるための本規約に基づく契約をい

います。 

② サービス契約者：当社との間で利用契約を締結した者をいいます。 

③ 本サービスサイト：本サービスに関する情報を掲載した当社のインターネット

ウェブサイト＜https://movie.anshinsupport.docomo.ne.jp/＞（当該 URL配下

のインターネットウェブサイトを含み、当社がその URL を変更した場合は、変

更後の URLとします。）をいいます。なお、本規約において本サービスサイト上

に定めることとしている条件については、本サービスサイト上の定め（本サー

ビスサイト上の定めが変更された場合は変更後のものとします。）も、本規約の

一部を構成し、本規約の内容に含まれるものとします。 

④ 対応端末：Android OS/iOS搭載端末のうち、当社が本サービスを利用すること

ができる端末として別途本サービスサイト上で指定する端末をいいます。 

 

第3条 （本サービスの内容等） 

(1) 本サービスは、次の各号に掲げる機能を提供することを内容とし、その詳細は、本

サービスサイト上に定めるとおりとします。なお、対応端末の種別、本サービスアプ

リのバージョン、サービス契約者の契約状態等によっては、利用できる機能に制限が

ある場合があります。 

① スマートフォンの設定、操作、その他関連する事項を説明する動画を表示す

る機能 

(2) 本サービスの利用可能地域は日本国内とします。サービス契約者は本サービスを利用可

能地域以外の地域でも利用できる場合がありますが、当社は、当該地域での本サービスの



利用について何ら保証するものではなく、当該地域で本サービスを利用したことによりサ

ービス契約者に生じた損害について責任を負いません。 

(3) 当社は、本サービスについて、サービス契約者の特定の利用目的への適合性、利用結

果の完全性、有用性、的確性、信頼性、即時性等について保証するものではなく、こ

れらに関連してサービス契約者に生じた損害について責任を負いません。 

 

第4条 （利用契約の成立） 

本サービスの利用を希望する者（以下「申込者」といいます。）は、本規約の内容に

同意のうえ、本サービスサイトを利用することにより、利用契約の申込みを行うも

のとします。本サービスサイトを利用した時点で、申込者は本規約の内容に同意し

たものとみなします。なお、申込者が未成年者である場合は、利用契約の申込み（利

用契約締結後の本サービスの利用に関する各種注文を含みます。）について法定代理

人（親権者又は未成年後見人）の事前の同意を得るものとします。 

 

第5条 （知的財産権等） 

本サービスに関連して、又は本サービスを通じてサービス契約者に提供される本サ

ービスその他の情報・コンテンツ等（以下「本サービスコンテンツ等」といいます。）

に係る著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当社又は第三者に帰属します。

利用契約の締結は、サービス契約者に対してこれらに関する何らの権利を移転する

ものではなく、サービス契約者は、利用契約に基づく本サービスの利用に必要な範

囲に限って、本サービスコンテンツ等を使用することができるものとします。 

 

第6条 （禁止事項） 

サービス契約者は、本サービスの利用にあたって次の各号に該当する行為を行って

はならないものとします。 

① 当社若しくは第三者の著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の知的

財産権、プライバシーその他の権利若しくは利益を侵害する行為、又はそれら

のおそれのある行為 

② 公序良俗に反する行為若しくは公序良俗に反する情報を第三者に提供する行為、

又はそれらのおそれのある行為 

③ 犯罪的行為、犯罪的行為に結びつく行為若しくは法令に違反する行為、又はそ

れらのおそれのある行為 

④ 事実に反する情報又はそのおそれのある情報を提供する行為 

⑤ 当社若しくは第三者の名誉若しくは信用を毀損する行為、又はそれらのおそれ

のある行為 

⑥ 本サービスに係る設備に対して過度な負担を与える行為、当社による本サービ



スの提供を不能にする行為その他当社による本サービスの提供に支障を与え、

若しくはその運営を妨げる行為、又はそれらのおそれのある行為 

⑦ コンピュータウイルス等有害なプログラムを、本サービスを通じて、若しくは

本サービスに関連して使用し、若しくは提供する行為、又はそれらのおそれの

ある行為 

⑧ 本サービスを利用可能地域以外の地域で利用する行為 

⑨ 本サービスコンテンツ等について、複製、公衆送信（自動公衆送信の場合にあ

っては、送信可能化を含みます。）、伝達、譲渡、貸与、変形、翻案等の利用を

行うなど、本サービスコンテンツ等を第 5 条（知的財産権等）に定める範囲を

超えて利用し、又は使用する行為 

⑩ 本サービスコンテンツ等について、改変若しくは改ざんを行い、又は逆コンパ

イル、逆アセンブル等のリバースエンジニアリング（主に、内容を解析して、

人間が読み取り可能な形に変換することを指します。）を行う行為 

⑪ 本サービスコンテンツ等に付されている著作権表示その他の権利表示を除去し、

又は変更する行為 

⑫ その他当社が不適切と判断する行為 

 

第7条 （利用料金） 

本サービスの利用に係る料金は、無料とします。なお、本サービスを利用するた

めに別途通信料が発生します。 

 

第8条 （個人情報） 

当社は、本サービスの提供にあたり、申込者及びサービス契約者から取得する個人

情 報 を 、 当 社 が 別 に 定 め る 「 プ ラ イ バ シ ー ポ リ シ ー 」 ＜

https://www.nttdocomo.co.jp/utility/privacy/＞（当社がその URL を変更した場

合は、変更後の URLとします。）に掲げる目的で当該目的達成に必要な範囲で利用し

ます。 

 

第9条 （提供中断等） 

(1) 当社は、次の各号のいずれかに該当すると当社が判断したときは、本サービスの全

部又は一部の提供を中断することがあります。 

① 地震、津波、台風、落雷等の天災地変、火災、サイバー攻撃、感染症、伝染病、

戦争、暴動、内乱、騒乱、テロ行為、禁輸措置、法令又は規則の制定・改廃、

公権力による命令・処分等の政府による行為、争議行為、交通機関の障害その

他の国内外で生じた不可抗力により本サービスが提供できなくなったとき。 

② 本サービスに関する機器、設備等の保守、工事等を実施する必要があるとき。 

https://www.nttdocomo.co.jp/utility/privacy/


③ 本サービスにおいて使用する機器、設備等に故障、障害等が発生したとき。 

④ 災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維

持に必要な通信その他公共のために必要があるとき。 

⑤ 当社の運用上又は技術上、本サービスの全部又は一部の提供を中断する必要が

あるとき。 

(2) 当社は、前項に定めるほか、本サービスの運用上必要な範囲において、本サービス

の利用の制限等を行うことができるものとします。 

(3) 当社は、第(1)項に基づく本サービスの全部若しくは一部の提供の中断又は前項に定

める利用の制限等を計画している場合は、その旨を本サービスサイト上に掲載する

方法によりサービス契約者に周知するものとします。ただし、緊急やむを得ない場

合は当該周知を行わないことがあります。 

(4) 当社は、第(1)項又は第(2)項の定めに基づき本サービスの提供を中断し、又はその

利用を制限等した場合であっても、当該提供中断又は利用制限等によりサービス契

約者に損害が生じた場合であっても、責任を負いません。 

 

第10条 （提供停止等） 

(1) 当社は、サービス契約者が次の各号のいずれかに該当すると当社が判断したときは、

サービス契約者に対する事前の通知を行うことなく、本サービスの全部又は一部の

提供を停止することができるものとします。 

① 第 6条（禁止事項）に違反したとき。 

② 当社に対して事実に反する内容の届出又は通知をしたとき。 

③ 第三者による本サービスの利用に支障を与える又はそのおそれのある行為があ

ったとき。 

④ その他本規約に違反したとき。 

⑤ その他当社の業務の遂行上支障があるとき。 

(2) 当社は、サービス契約者に対し、前項の措置に替えて、又は前項の措置とともに、

期限を定めて当該事由を解消することを求めることができるものとします。 

 

第11条 （本サービスの廃止） 

(1) 当社は、当社の都合によりいつでも本サービスの全部又は一部を廃止することがで

きるものとし、この場合、本サービスサイト上に掲載する方法により、サービス契

約者に対してその旨を周知するものとします。なお、本サービスの全部が廃止され

た場合は、当該時点をもって利用契約は自動的に終了するものとします。 

(2) 当社は、前項の定めに基づき本サービスの全部又は一部を廃止したことによりサー

ビス契約者に損害が生じた場合であっても、責任を負いません。 

 



 

 

 

第12条 （損害賠償の制限） 

(1) 当社がサービス契約者に対して損害賠償責任を負う場合であっても、当社が

サービス契約者に対して負う責任の範囲は、通常生ずべき直接の損害（逸失

利益を除きます。）に限られるものとし、かつ、500円を上限とします。 

(2) 当社の故意又は重大な過失によりサービス契約者に損害を与えた場合は、前

項の定めは適用しません。 

 

第13条 （残存効） 

利用契約が終了した後も、本条、第 7条（利用料金）、第 8条（個人情報）、第 9条

（提供中断等）第(4)項、第 11 条（本サービスの廃止）第(2)項、第 12 条（損害賠

償の制限）、第 16条（合意管轄）及び第 17条（準拠法）の定めは、なお有効に存続

するものとします。 

 

第14条 （反社会的勢力の排除） 

(1) サービス契約者は、次の各号のいずれか一にも該当しないことを表明し、かつ将来

にわたっても該当しないことを表明し、保証するものとします。 

① 自ら（法人その他の団体にあっては、自らの役員を含みます。）が、暴力団、暴

力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、

暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等その

他これらに準じる者（以下総称して「暴力団員等」といいます。）であること。 

② サービス契約者が法人その他の団体の場合にあっては、暴力団員等が経営を支

配していると認められる関係を有すること。 

③ サービス契約者が法人その他の団体の場合にあっては、暴力団員等が経営に実

質的に関与していると認められる関係を有すること。 

④ 自ら若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって取引を行うなど、暴力団員等を利用していると認められる関係を有する

こと。 

⑤ 暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる関係を有すること。 

⑥ サービス契約者が法人その他の団体の場合にあっては、自らの役員又は自らの

経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を

有すること。 

(2) サービス契約者は、自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれか一にでも該当す



る行為を行わないことを保証するものとします。 

① 暴力的な要求行為 

② 法的な責任を超えた不当な要求行為 

③ 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

④ 風説を流布し、偽計を用い、又は威力を用いて、当社の信用を毀損し、又は当

社の業務を妨害する行為 

⑤ その他前各号に準ずる行為 

 

第15条 （規約の変更） 

当社は、本サービスサイト上に掲載する方法によって、次の各号のいずれかに該当

する場合は、あらかじめサービス契約者に周知することにより、本規約を変更する

ことができるものとします。なお、本規約が変更された場合は、変更日以降当該変

更後の本規約が適用されます。 

① 本規約の変更が、サービス契約者の一般の利益に適合するとき 

② 本規約の変更が、利用契約の目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内

容の相当性、変更の内容その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであ

るとき 

 

第16条 （合意管轄） 

サービス契約者と当社との間で本規約及び利用契約に付随又は関連して紛争等が生

じた場合は、東京地方裁判所又はサービス契約者の住所地（日本国内に限ります）

を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

  

 

第17条 （準拠法） 

利用契約の成立、効力、解釈及び履行については、日本国法に準拠するものとしま

す。 

 

附則（2024年 3月 13日） 

本規約は、2024年 3月 13日から実施します。 

 

 

 


